
1. 議 題

公共施設等総合管理計画の見直しについて

令和３年度第４回県有施設・資産有効活用戦略会議

日 時 令和４年２月１５日（火）

（書面開催）
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鳥取県公共施設等総合管理計画の改訂
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■改訂の経緯
〇平成３０年２月に、国において「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」が改訂された

ことに伴い、本県では、２段階で改訂する方針で平成３０年１０月に第１回目の改訂を実施。

①全庁的な体制の構築 「県有施設・資産有効活用戦略会議」を位置づけ

②PDCAサイクルの確立 令和2年度までの個別施設計画策定を明記
毎年度、公共建築部会・公共土木施設部会で確認

③県総合管理計画の不断の見直し・充実 現段階の点検診断や対策の内容を反映

④ユニバーサルデザイン化の推進方針の規定 ユニバーサルデザイン化を進めることを明記

○公共施設及び土木インフラに係る「数値目標」については、個別施設計画に基づく対策効果を反映

した経費見込みや施設の新設、廃止・縮小等を踏まえ、他県の数値目標の設置事例を参考に、

今年度内に設定するよう、検討を実施。

 ≪平成30年10月の改訂内容≫
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①施設数及び延床面積の将来的な推移

 H27年からの30年間で職員宿舎、県営住宅などの未利用財産の売却・譲渡等を完了させることで、

H27年末の施設について、施設数を64(617→553)施設(▲10.4％)、延床面積を71千㎡(1,454千㎡→

1,383千㎡) (▲4.8％)減少させることが可能となる。

 
【延床面積の主な減少要因】
 職員宿舎、県営住宅等の廃止、未利用財産の売却・譲渡、米子産業体育館の統合等

施設数及び延床面積は、増減要因を積み上げるとともに、県営住宅、職員宿舎等で耐用年数を経過し更新の必要
ない又は役割を果たした未利用財産の全てを売却・譲渡等を行う前提での推計値。

※平成28年以降に建替や新設・増設される中央病院、境港水産物卸売市場、美術館などの施設は含まず。

■施設数や経費等の将来見通し

鳥取県公共施設等総合管理計画の改訂
・保有する公共建築物一覧（平成27年12月31日現在）

・保有する土木インフラ一覧（平成27年12月31日現在）
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道路施設等で予防保全型の老朽化対策を組み込んで策定した個別計画に基づき、維持管理・更新
を行うことで、H27年から40年間に必要な維持管理・更新費用は、合計で4,978億円、年平均で約124億
円となり、当初計画から合計932億円（▲15.8%）、年平均で約23億円の削減が見込まれる。
なお、今後も、新設整備による維持管理・更新経費の増加や、財源的に有利となる国補正等を活用

して維持補修を進めていくため、40年間に必要となる経費や年間経費は変動することが見込まれる。

③長寿命化等の取組を踏まえた土木インフラの維持管理・更新に係る経費

公共施設等総合管理計画策定時のＨ27年から、道路施設等で、予防保全型の老朽化対策を行う事を前提に個別計
画の策定することで、改修・更新費用は減少。

鳥取県公共施設等総合管理計画の改訂

公共建築物は、これまでの事後保全型の管理手法から、定期的な劣化状況の確認と中長期視点に
立った計画的な予防保全型の管理手法に切り替える等、公共施設毎に作成した個別計画の取り組み
を着実に実施することにより、H27年から40年間に必要な改修・更新・維持管理費用の推計値は、合計
で6,331億円、年平均約158億円となり、当初計画から566億円(▲8.2％)、年平均約14億円の削減が見
込まれる。

②長寿命化等の取組を踏まえた公共建築物の改修・更新・維持管理に係る経費

改修・更新・維持管理費用は、令和２年度までに策定した各施設の個別施設計画による中長期的視点に立った
計画的な予防保全型管理手法の実施により長寿命化を図った場合の推計値。
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【公共建築物】
○平成27年末の施設について施設数（617施設）を30年間で10％削減を目指す。
○平成27年末の施設について総延床面積（145万平方メートル）を30年間で５％削減を目指す。

※平成28年以降に建替や新設・増設される中央病院、境港水産物卸売市場、美術館などの施設は含まず。

 ≪目標達成に向けた具体策≫

・未利用財産は全て売却

・職員宿舎：耐用年数を経過し、更新の必要のないものは全て売却
・県営住宅：県が管理すべきものを除き、市町への移管または売却

【土木インフラ】
○平成27年から40年間で必要なトータルコスト（5,910億円）を予防保全型の老朽化対策

への転換等により15％削減を目指す。

 今後の新設整備を踏まえ、５年毎に対象施設数の見直し及び削減率の評価を行い、必要に応じて

目標の見直しを実施。

■数値目標の設定

■その他追加項目

（１）施設保有量（延床面積）の推移 （２）有形固定資産減価償却率の推移
（３）充当可能な財源の見込み（県費、起債、国費の別） （４）ＰＤＣＡサイクル期間の定めの設定
（５）過去に行った対策の実績

■今後のスケジュール
令和4年 2～3月 常任委員会報告、改訂の実施
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（参考資料） 鳥取県県有施設中長期保全計画改定（案）概要
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